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研究成果の概要：サプライチェーンにおける企業間情報システムの役割に関して、ある大手小

売業の協力のもと、海外でそのサプライヤーを対象としたアンケート調査を実施し、分析を行

った。また、同小売業の協力のもと、街頭で消費者を対象とした環境に関する意識調査も行っ

た。サプライチェーンで考えると、前者が小売業とその上流の関係、後者が小売業とその下流

の関係と捉えることができる。前者の主要な結果として、情報システムを導入するサプライヤ

ーが必ずしもその効率性を求めて導入しているわけではなく、顧客との関係も重視しているこ

とが分かった。また、後者の特徴的な結果として、ある小売業が環境問題に取り組んでいるこ

とを意識して買い物する消費者と、意識していない消費者では、その小売業での購入金額や購

入頻度に有意義な差が見られなかった。 

 
 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 1,700,000 0 1,700,000 

2008 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,900,000 360,000 3,260,000 

 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経営学・経営学 
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１．研究開始当初の背景 
 

近年、企業間情報システムの発展に伴い、

サプライチェーンの情報共有に関する研究

が盛んに行われている。1997 年に発表され

た、Hau Lee 博士らによるブルウィップ効果

に関する論文に端を発し、サプライチェーン

の研究は急速に発展を遂げた。サプライチェ

ーン構造を局所的に見ると、至る所にバイヤ

ー・サプライヤーの関係が存在する。例えば、

小売と卸売業者の関係、メーカーと部品メー



カーの関係等は、よく研究の対象とされる。

通常、バイヤー(下方)がサプライヤー(上方)

に対して、企業間情報システムの導入を提案

し、サプライヤーがバイヤーの要望を受け入

れてはじめて情報システムが企業間に導入

される。ここでいう企業間情報システムとは、

物流および情報流の最適化を最終目的とし

て、業務の効率性向上を図るコンピュータシ

ステムを指す。 

当然、バイヤーが企業間情報システムの導

入を提案する主目的は、業務の効率性向上へ

の期待である。それに対して、サプライヤー

側は必ずしもそうではない。例えば、あるサ

プライヤーが 10 社のバイヤーに対して、そ

れぞれ異なる企業間情報システムを利用さ

せられている場合などは、各バイヤーの異な

るシステムに対応する必要があり、かえって

生産性が下がる可能性がある。しかし、サプ

ライヤーとしては、バイヤーとの長期にわた

る関係を期待し、企業間システムを導入する

ということがありうる。つまり、サプライヤ

ーが企業間システム導入により期待する効

用は、自社の効率性向上というよりも、バイ

ヤーとの関係維持あるいは向上である。本研

究においては、企業間情報システムの導入に

よる利得について「効用」という言い方をし

ている。 

 
 
２．研究の目的 
 

本研究では以下の 3 点を調査することを

主目的とした。(1) 企業間情報システムを導

入する前に期待した効用、(2) 企業間情報シ

ステムを導入した後に実際に得られた効用、

(3)企業間情報システム導入前後の効用のギ

ャップ。企業間情報システムによる効用とし

て、具体的にどのようなものが存在するかに

関して、先行研究レビューにより、合計 35

種類の効用を見つけ、その 35 種類の効用を

以下の 3 種類に分類した。①業務効率化(例

えば、業務プロセスの改善、生産性向上、一

般管理費の削減、納期短縮、在庫削減)、②

関係優位(例えば、関係向上、協力体制の確

立、信頼性向上)、③戦略的利得(例えば、競

争優位の確立、売上げ向上、収益性向上)。

まず、要因分析を用いて、この 3種類の効用

が概念的に異質であることを示し、それをも

とに上述の 3 点について調査分析すること

を本研究の主目的とした。 

また、副次的な研究目的として、企業の社

会的責任(CSR)に対する消費者の反応を分析

することも試みた。近年、多くの企業が、社

会的責任に力を入れている。その中で、とく

に環境問題への取り組みは盛んで、製造業だ

けでなく、消費者と直接向き合う小売業も社

会の環境改善に努力している。当初、この研

究を計画には含めていなかったが、主目的を

遂行するための協力企業から研究機会を得

られたことと、社会的責任が時宜を得た重要

な課題であることを考慮に入れ、研究課題と

して加えた。 

 
 
３．研究の方法 
 

前述の主目的 3項目について、アンケート

調査データをもとに統計分析を行い、内的要

因あるいは外的要因を解明した。つまり、ど

のような企業が企業間関係の向上を期待し

何が原因か、あるいは、どのような企業にお

いて導入前後の効用のギャップが大きく何

に起因しているかなどを統計分析に基づい

て探究することを試みた。 

具体的には、(1)に関して、まず、比較的

早く企業間情報システムを導入した会社と、

比較的遅く企業間情報システムを導入した

会社に分類して仮説を立てた。早く導入した



会社は、業務の効率性云々よりもバイヤーと

の関係を重視したサプライヤーである可能

性が高い。換言すると、早く導入した会社の

期待は、業務効率化より関係優位である。一

方、遅く導入した会社は、他のサプライヤー

の様子を見てそれから導入を決めた慎重派

なので、バイヤーとの関係よりも業務の効率

性を優先したサプライヤーである可能性が

高い。つまり、早く導入した会社とは対照的

で、遅く導入した会社の期待は、関係優位よ

りも業務効率化である。要約すると、企業間

情報システムを導入した時期で会社を区分

し、いくつかの要素を引き出して、期待した

効用を統計的に分析した。 

次に、(2)に関しては、どの順番でサプラ

イヤーが 3種類に分類した効用、業務効率化、

関係優位、戦略的利得を実際に得たかという

ことをパス解析を用いて分析した。比較的早

く企業間情報システムを導入した会社は、ま

ず、短期的効用あるいは直接的効用と言われ

ている業務効率化を経て、その後に関係優位

を得、それから戦略的利得を得ると考えられ

る。しかしながら、遅く導入した会社は、関

係優位を重視していないので、関係優位を通

らずに、業務効率化を経た後、直接戦略的利

得を得ると思われる。この点を中心に、企業

間情報システムを導入した後に実際に得ら

れた 3 種類の効用のメカニズムを統計的に

解明した。 

最後に、(3)に関して、企業間情報システ

ムを導入する前に期待した効用と、導入した

後に実際に得られた効用のギャップを分析

した。企業間情報システムを導入したときに、

自社の会社トップの支援があればあるほど、

業務効率化のギャップは小さくなり、また、

バイヤーの支援があればあるほど、関係優位

のギャップは小さくなると考える。この点を

基本として、企業間情報システム導入前後の

効用のギャップを統計的に解析した。 

また、社会的責任に関する研究として、同

小売店を利用する消費者に対して、環境への

取り組みをどのように行っているかを意識

調査した。多くの大型小売店の店頭において、

牛乳パック、食品トレイ、アルミ缶、ペット

ボトルを回収するボックスが用意されてい

る。ある消費者は、その店での買い物のつい

でに店頭回収ボックスを利用する。また、あ

る消費者は店頭回収ボックスを利用するた

めにその店で買い物をする。当然のことなが

ら、数で言えば、前者の方が後者よりも多い

が、後者の場合、本来他店で買い物する予定

であった消費者を取り入れているので、その

小売店に対する経済的影響は大きい。どちら

のタイプの消費者の方が一度にその小売店

で購入する金額が大きいか、どれくらいの頻

度でその小売店を利用するかなどを店頭ア

ンケート調査し、二つのタイプの消費者を比

較し、小売店に対する経済的影響を比較した。 

 
 
４．研究成果 
 

前述の研究方法で記載した枠組みで分析

を行った。本報告書では、主要な結果のみを

簡潔に記述する。まず、主要研究の(1)に関

して、仮説とは逆の結果を得た。つまり、企

業間情報システムを早く導入した企業は、業

務効率化を期待し、遅く導入した企業は、顧

客との関係優位を期待していた。これは、多

くの企業が業務効率性を重視する中で、企業

間情報システムを遅く導入した企業は、競合

他社に後れを取るまいとしてシステムを導

入するので、結果として、業務効率化よりも

顧客との関係優位を期待することになると

考えられる。 

(2)に関して、(1)と同様、実証データは仮

説とは異なる結果を示した。企業間情報シス



テムを早く導入した企業は、業務効率化を通

して関係優位の効用を知覚し、一方、遅く導

入した企業は、業務効率化から関係優位を経

て、戦略的利得の効用まで知覚していた。こ

れは、遅く導入した企業は、成り行きを見守

ってから導入を決めているので、遅く導入し

た企業のみが戦略的利得の効用を知覚でき

ると考えられる。また、3つの効用がこの順

番になる理由として、業務効率化が短期的な

効用なのに対し、関係優位や戦略的利得が長

期的な効用だからである。さらに、業務効率

化と関係優位は、企業間情報システム導入の

結果としてもたらされる直接的な効用なの

に対し、戦略的利得は間接的な効用というこ

とも考慮に入れると分析結果を説明するこ

とができる。 

(3)に関して、企業間情報システムを導入

する前に期待した効用と、導入した後に実際

に得られた効用のギャップについて、どの効

用においても有意義な差が見られなかった。

これは、実際に得られた効用が期待した効用

とそれほど変わらなかったことを意味する。 

また、社会的責任に関する研究の特徴的な

結果として、ある小売業が環境問題に取り組

んでいることを意識して買い物する消費者

と、意識していない消費者では、その小売業

での購入金額や購入頻度に有意義な差が見

られなかった。しかしながら、パッケージ回

収ボックスを利用する消費者は、利用しない

消費者に比べて、購入金額および購入頻度が

多いという興味深い結果が得られた。 
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